
　政権交代後初の本格的な国政選挙だった第２２回参
院選は７月１１日投開票が行われ、菅直人首相の消費
税発言で民主党への批判が強まり、民主党は改選議
席の５４議席を下回る４４議席となった。
　政府は６月２２日、２０２０年度までの向こう１０年間の
財政の大枠を示す「財政運営戦略」を閣議決定した。
社会保障費のような構造的な増加要因である経費に
ついては、国債発行によらず歳入・歳出両面の改革
で安定的な財源を確保するとし、経済成長につなげ
るために、社会保障分野での「選択と集中」を進め
る方針を示した。
　保護者が国民健康保険（国保）の保険料を滞納し、
無保険状態になっている高校生世代約１万人を救済
する改正国保法が７月１日、施行された。これまで
は医療機関にかかった際、窓口で医療費をいったん
全額支払わなければならなかったが、６カ月間有効
の短期保険証が交付され、３割負担で受診できるよ
うになる。

安定財源確保し「選択と集中」／財政運営戦略
　政府は６月２２日、２０２０年度までの向こう１０年間の
財政の大枠を示す「財政運営戦略」を閣議決定した。
社会保障費のような構造的な増加要因である経費に
ついては、国債発行によらず歳入・歳出両面の改革
で安定的な財源を確保するとし、経済成長につなげ
るために、社会保障分野での「選択と集中」を進め
る方針を示した。
●サービス強化と負担増／パッケージで検討
　戦略では、経済を本格的な回復軌道に乗せるため
「医療・介護・健康」を重点分野の１つに掲げる新成
長戦略を実行すると強調。社会保障・福祉サービス
の強化と同時に、税や保険料などの国民負担を求め
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※太字は一般参加の行事、詳細は後掲２９ページ

場　　所開始時間行　　　事
京都リサーチパーク西地区４号館２階「ルーム２」午後３時第６３６回社会保険研究会

９月４日土
ウィングス京都（東洞院通六角下る）午後２時講演会「知っててよかった！あなたの

　　　   健康を守るワクチンの話」

京都ブライトンホテル午後４時３０分外科診療内容向上会１１月１３日土

今
後
の
予
定

場　　所開始時間行　　　事
府医師会館３０５号室午後２時保険審査通信検討委員会６日金
未定午後２時医院・住宅新（改）築相談室１１日水
未定午後１時ファイナンシャル相談室

１９日木 未定午後２時法律相談室
未定午後２時雇用管理相談室
京都ホテルオークラ午後４時産婦人科診療内容向上会２１日土
府医師会館４０４～４０６号室午後２時金融共済委員会

２５日水
未定午後２時経営相談室
府医師会館４０４～４０６号室午後２時接遇マナー講習会２６日木
保団連会議室（東京・新宿農協会館）午後６時３０分保団連病院有床診セミナー２８日土
保団連会議室（東京・新宿農協会館）午前１０時保団連病院有床診セミナー２９日日

8
月
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保
険
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ることなど、新たな歳入増を主要財源に需要・雇用
創造が期待される分野の歳出に充てる政策パッケー
ジの検討を進める方針を示した。
　社会保障の再構築に向けては「国、地方、事業主、
利用者本人それぞれが適切に役割分担を行い、社会
保障制度を社会全体で支える必要がある」とし、国
債に依存しない安定財源を確保する必要性を強調す
る一方、「国民負担が過大とならないよう、無駄の排
除を徹底し、効率的な制度を構築する必要がある」
とも指摘した。
●「歳出・歳入改革」具体的道筋示さず
　財政健全化については、２０年度までに国と地方の
基礎的財政収支（プライマリーバランス、ＰＢ）を
対ＧＤＰ（国内総生産）比で黒字化するとの目標を
掲げた。だが、内閣府が公表した試算によると、現
在の経済成長を維持した場合、２０年度のＰＢ黒字化
には２１.７兆円の財源が不足。新成長戦略で掲げる名
目３％、実質２％の経済成長を達成したとしても、
２０年度のＰＢは１３.７兆円の赤字となる。
　戦略では、財政健全化に向け「大きな視野に立っ
た歳入・歳出改革を行う」とし、無駄の削減や使途
の見直しと税制の抜本的改革を行うと強調。新規施
策に恒久財源の手当を義務付ける「ペイアズユーゴ
ー原則」の採用など、財政運営の基本的なルールを
盛り込んだ。だが、ＰＢ黒字化に向けた具体的な道
筋や財源は示されず、「今後、どこまで歳出削減を行
うのか、どのように抜本的な税制改革を行い財源を
確保していくのか、国民に早期に選択肢を示し、改
革を実施しなければならない」との表現にとどまっ
た。（６/２３MEDIFAXより）

先進医療より柔軟な仕組みを／規制改革対処
方針を閣議決定
　政府は６月１８日、「規制・制度改革に係る対処方針」
を閣議決定した。保険外併用療養については「現在
の先進医療制度よりも手続きが柔軟かつ迅速な新た
な仕組みを検討し、結論を得る」と明記した。海外
では標準的治療として認められている療法などにつ
いて「一定の施設要件を満たす医療機関において実
施する場合には、その安全性・有効性の評価を厚生
労働省の外部の機関において行うこと等について検
討する」とした。結論は２０１０年度中に得るとしてい
る。
　また、レセプト情報を一元化したデータベースに
ついて、幅広く第三者も利用できるルールを１０年度

中に決定するとしたほか、介護施設の参酌標準は撤
廃し、第５期介護保険事業計画（１２－１４年度）から
都道府県が地域の実情に応じて策定可能にするとし
た。（６/２１MEDIFAXより）

無保険の高校生も救済／７月１日から国保の
短期証
　保護者が国民健康保険（国保）の保険料を滞納し、
無保険状態になっている高校生世代約１万人を救済
する改正国保法が７月１日、施行された。これまで
は医療機関にかかった際、窓口で医療費をいったん
全額支払わなければならなかったが、６カ月間有効
の短期保険証が交付され、３割負担で受診できるよ
うになる。
　国保では、景気悪化や非正規雇用の増加などを背
景に、親が保険料を払えず、子どもが受診を控える
ケースが深刻化。２００９年４月から中学生以下の約３
万６０００人には短期証が発行されるようになったが、
高校生世代は対象外だった。
　政権交代後、政府が救済範囲を拡大する国保法改
正案を国会に提出し、５月に成立していた。厚生労
働省によると、対象世帯には市区町村が既に通知を
送っており、短期証は郵送で届くか、窓口で受け取
れる。短期証が交付されるのは子どもだけで、保険
料を滞納している親には交付されない。
【共同】（７/５MEDIFAXより）

医薬品のネット販売、継続議論／政府の規制
改革報告書
　政府の行政刷新会議は６月１５日、規制・制度改革
に向けた「第１次報告書」をまとめた。報告書案の
段階で扱いが保留だった「医薬品のネット販売」は
厚生労働省との調整がつかず、項目ごと削除された。
同じく保留だった経済連携協定（ＥＰＡ）に基づく
外国人看護師・介護福祉士の受験生に対する負担軽
減は、試験問題で「漢字へのルビ記載」などの改善
を２０１０年度中に行うよう求めた。
　医薬品のネット販売の項目を削除したことについ
て、蓮舫行政刷新担当相は「政務三役一体として調
整したが、時間が足りなかった。今回、項目を入れ
ることはできなかったが秋に第２弾をやり、丁寧に
両者の声を聞きながら進めていく」と述べ、次回に
再び検討していく考えを示した。
（６/１６MEDIFAXより）
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障害者制度改革の方向を決定／内閣府
　政府は６月２９日、「障害者制度改革の推進のための
基本的な方向について」を閣議決定した。障がい者
制度改革推進本部の本部長である菅直人首相は「支
え合いのネットワークから誰１人として排除される
ことのない、１人１人を包摂する社会の実現は大変
重要な課題」とした。今後は、障がい者制度改革推
進会議が提出した第１次意見を最大限尊重し、障害
者にかかわる制度の集中的な改革の推進を図るとし
ている。
　閣議に、障がい者制度改革推進会議から小川榮一
議長（日本障害フォーラム代表）と藤井克徳議長代
理（日本障害フォーラム幹事会議長）、障がい者制度
改革推進会議の東俊裕担当室長が出席し、小川議長
が菅直人首相に推進会議が取りまとめた第１次意見
を手渡した。
●第２次意見では制度改革の中身を
　障がい者制度改革推進会議は１月に発足、１４回の
議論を経て６月７日に第１次意見をまとめた。今後
は、障害者基本法の改正や改革の推進体制、差別禁
止法の制定、障害者総合福祉法（仮称）の制定に向
けた議論を進めていく。（６/３０MEDIFAXより）

消費税は社会保障財源の中核／政府税調専門
委が中間報告
　政府税制調査会の有識者による専門家委員会（委
員長＝神野直彦・東京大名誉教授）は６月２２日、消
費税の増税など税制抜本改革の論点を示した「議論
の中間的な整理」を政府税調に報告した。消費税の
使途については、社会保障と関連付けて理解を求め
ることが重要と指摘している。
　日本の財政状況について、専門委は現在の危機的
財政状況を放置すれば財政がさらに悪化すると警
告。社会保障など公共サービスの実施が不可能にな
る最悪のシナリオが想定し得るとした。このため無
駄の削減などとともに、税収力を回復するための税
制の抜本改革が急務とした。
　消費税については、景気に左右されない税目であ

り、広く負担を分かち合う特長から、社会保障財源
の中核を担うにふさわしいとした。ただ、消費税を増
税すると所得が低い人ほど負担感が強くなるとして
「給付付き税額控除」などの留意も必要としている。
　専門委は２０１０年２月から計６回議論を重ね、消費
税など各税目について委員の意見を並べた中間報告
をまとめた。政府税調は専門委の意見も参考にしな
がら参院選後に税制改正の議論を行う。
（６/２３MEDIFAXより）

社保病院存続法案は廃案／通常国会が閉幕
　第１７４回通常国会は６月１６日、閉幕した。社会保険
病院や厚生年金病院などの公的存続を定めた「独立
行政法人地域医療機能推進機構法案」は、参院厚生
労働委員会が開かれず、廃案となった。国会会期は
１月１８日からの１５０日間だった。
●予防接種法改正案は継続審議
　一方、弱毒性の新型インフルエンザに対応した「新
臨時接種（仮称）」の導入を盛り込んだ予防接種法改
正案は、衆院本会議で継続審議となった。同改正案
は、参院から審議を始める参院先議の法案。４月１４
日の参院本会議で、与党などの賛成多数で可決され
ている。（６/１７MEDIFAXより）

公的存続法案「臨時国会に提出」／政府答弁書
　政府は６月２９日、１６日に閉会した通常国会で廃案
となった「独立行政法人地域医療機能推進機構法案」
について、同法案と同様、社会保険病院などを公的
に存続させる趣旨の法案を、今後招集される臨時国
会に提出するため検討しているとの答弁書を閣議決
定した。小池晃氏（共産）の質問に答えた。
　仮に法案が通常国会で成立し、地域医療機能推進
機構が設立されていた場合は、社保病院、厚生年金
病院、船員保険病院の運営を委託されている特例民
法法人などの職員のうち、機構での勤務を希望する
職員については、機構で選考を行った上で採用する
方針だったとした。（６/３０MEDIFAXより）
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【６月】◆探査機はやぶさ、地球に帰還（１３日）◆キルギスで民族衝突（１８日）◆広島県マツダ工場で１２人殺傷（２２日）◆豪・初の女
性首相（２４日）◆米韓の有事統制権移管を延期（２６日）◆最高裁・国労訴訟が和解（２８日）◆中台が自由貿易協定（２９日）
【７月】◆米ロがスパイ交換（８日）◆第２２回参院選、民主４４議席で大敗（１１日）◆滋賀県知事に嘉田氏が再選（１１日）◆菅首相、続投表明
（１２日）◆東京第１検察審査会・小沢氏「不起訴不当」議決（１５日）◆米南部ルイジアナ州沖のメキシコ湾の原油流出止まる（１５日）

（２０１０年６月１２日～７月１７日） 



他施設受診時の減算「必要な措置」／政府答
弁書
　政府は６月２９日の閣議で決定した答弁書で、出来
高算定病棟の入院患者が他医療機関を受診した際の
入院料の減算について「必要な措置」とし、早期の
見直しはしない見解を示した。小池晃氏（共産）の
質問に答えた。
　２０１０年度診療報酬改定では、出来高算定病棟の入
院患者が他医療機関を受診した場合、当日の入院料
を３０％減算することになった。答弁書ではこの扱い
について▽包括算定病棟の入院患者が他医療機関を
受診した場合、従来、入院料を７０％減算していたこ
ととの整合性▽他医療機関を受診した患者は初・再
診料の支払いが必要となる▽受診先での個別の診療
内容に応じた入院料の減算が困難─などを挙げ、「中
医協で関係者の合意も得た上で決定した」と説明。
　さらに▽他医療機関での初・再診料は入院中の医
療機関のみで診療を受けた場合には発生しない▽他
医療機関受診時には入院医療機関では医学的管理な
どは行っていない─ことから「入院料を減算する措
置は必要であると考えている」とした。
　今後の見直しについては「関係者からの意見をう
かがいながら、必要に応じて検討したい」とした。
（６/３０MEDIFAXより）

出産一時金「予算編成の過程で検討」／政府
答弁書
　政府は６月２２日、２０１０年度までの暫定措置として
支給額の引き上げが行われている出産育児一時金の
１１年度以降の対応について「財源の在り方も含め、
１１年度予算の編成過程で検討していきたい」とする
答弁書を閣議決定した。木村太郎氏（自民）の質問
に対する答弁書。
　出産育児一時金は０９年１月の産科医療補償制度の
創設に合わせて支給額を引き上げた。同制度に加入
する医療機関で出産した場合などに、支給額を３５万
円から３８万円とした。０９年１０月からは１０年度末まで
の暫定措置としてさらに４万円引き上げている。
　妊婦健診の公費負担拡充の措置についても同様に
検討したいとした。（６/２３MEDIFAXより）

特定健診「実施結果を集計中」／政府答弁書
　政府は６月２２日、２００８年度に実施した特定健診・
保健指導について「実施結果について現在、集計中
であり、データの蓄積状況を踏まえ、今後、１３年度

からの医療費適正化計画の策定に向けた所要の分析
を行う」とする答弁書を閣議決定した。川田龍平氏
（みんなの党）の質問に答えた。
（６/２３MEDIFAXより）

番号制度、利用範囲異なる３案公表／政府検
討会
　政府の「社会保障・税に関わる番号制度に関する
検討会」（会長＝菅直人首相）は６月２９日、制度導入
に向けた検討の中間取りまとめとして、番号制度の
利用範囲が異なる３案を公表した（資料１、後掲２４
ページ）。政府は今後、パブリックコメントの募集を
経て年内に結論を出し、早ければ１１年の通常国会に
法案を提出する構え。決定から制度導入までの期間
は、最短で３－４年を見込んでいる。
　中間取りまとめでは、番号制度の利用範囲につい
て▽税務に限定する「Ａ案」（ドイツ型）▽税務と社
会保障に利用する「Ｂ案」（米国型）▽電子行政など
幅広い分野で活用する「Ｃ案」（スウェーデン型）―
の３案を提示。さらに、Ｂ案の社会保障分野につい
ては、現金給付にとどめる「Ｂ－１案」と、社会保
障情報サービスにも役立てる「Ｂ－２案」の２案を
示した。
　使用する番号としては、プライバシー保護や導入
費用の観点から、住民票コードに対応した新たな番
号を付けるのが望ましいとの考え方を示した。基礎
年金番号や住民票コードをそのまま使用する案も示
されたが、プライバシー保護などの問題点も併記。
情報漏れが起こった場合の被害の大きさも想定し、
複数分野の番号を一元的に管理する案と、分散管理
して共通番号を通じて連携させる案を示した。
（６/３０MEDIFAXより）

超党派の議論「１１年３月末までに開始」／財
政再建で菅首相
　菅直人首相（民主党代表）は６月２２日、所信表明
演説で提案した「財政健全化検討会議」の開始時期
について「２０１１年３月末までには（政府税調の議論
と）平行して超党派の議論もスタートできれば」と
述べた。日本記者クラブが東京都内で開催した党首
討論会で語った。
　また、菅首相は「消費税の議論をするからといっ
て、（無駄の削減を）断念したわけではない」とも述
べ、今後は組織や制度に踏み込んだ仕分け作業を進
めていく意向を示した。
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　自民党の谷垣禎一総裁は、超党派の議論について
「基本的にそういう考えは受けて立とうという気持
ちは持っている」としたものの、増税の前提として、
政策の実現に必要な財源は無駄削減で捻出できると
民主党が主張していたことに対する総括をすべきと
指摘した。
　国民新党の亀井静香代表は「井戸が枯れようとし
ているときに、つるべを増やして水をくみ上げる。
そんな机上の議論をやるべき時ではない」と述べ、
消費増税に反対の姿勢を表明。「菅さんが選挙を経な
いでそれ（消費増税）をやることは絶対ない」と語
った。
　みんなの党の渡辺喜美代表は「消費税を上げる前
にやるべきことがある」と述べ、経済成長により財
政再建を目指すべきと訴えた。
　公明党の山口那津男代表は「社会保障を強化する
ための財源として消費税を含めた税制の抜本改革は
必要」としたが、まずは社会保障の将来像を議論す
べきと指摘した。
　このほか、共産党の志位和夫委員長と社民党の福
島みずほ党首、新党改革の舛添要一代表、たちあが
れ日本の平沼赳夫代表が消費増税について各党の意
見を主張した。（６/２３MEDIFAXより）

「医療・介護の連携、見直す」／同時改定へ
長妻厚労相
　長妻昭厚生労働相は６月２２日の閣議後の会見で、
２０１２年度の診療報酬・介護報酬同時改定について「介
護と医療の連携というところについて十分でないと
ころもあると思う」と述べ、今後、議論が具体化す
る「少子高齢社会の日本モデル」などを踏まえて検
討する考えを示した。
　総額で０.１９％プラスとなった１０年度診療報酬改定
については「かなりメリハリを付けている。病院を
訪ねてみると、かなり改善したという病院もかなり
あると認識している」と述べた。
　この日の閣僚懇談会で消費税率の引き上げについ
ても言及したことを明らかにし「社会保障の姿を国
民にきちんと提示しなければならない。そのために
厚生労働省としては、２０年の『少子高齢社会の日本
モデル』を明示すべく取り組んでいくと申し上げた」
とした。「日本モデル」の具体化のプロセスについて
は「一義的には厚労省でスタートさせていく」とし
たが「しかるべき時期に官邸とも連携して大掛かり
な枠組みでの議論に移行することも考えられる」と、

官邸主導による議論にも含みを残した。
（６/２３MEDIFAXより）

社会保障財源で消費増税は必要／長妻厚労相
　長妻昭厚生労働相は６月１８日の閣議後の会見で、
菅直人首相が言及した１０％の消費税率について「私
自身もそういう考え方は必要だと思う」と述べ、社
会保障政策の財源としての消費増税に賛同した。た
だ、引き上げの幅や時期に関しては「党の税調、あ
るいは政府の税調などで議論していくと考えてい
る」と明言を避けた。
　一方で、引き上げの前提として、長妻厚労相は
「徹底して無駄遣いをなくしていく。その不断の努力
をしなければ、国民の皆さまの理解は得られない」
と述べ、今後も省内仕分けなどを引き続き実施して
いく考えを表明。さらに「将来の絵姿がなければ、
国民の皆さまも負担についての展望が描けないと考
えている」とし、社会保障政策の将来像を示す「少
子高齢社会の日本モデル」の策定に意欲を示した。
（６/２１MEDIFAXより）

特定機能病院に約７６０億円／１０年度改定で鈴
木文科副大臣
　鈴木寛・文部科学副大臣は６月１２日、東京都内で
開かれた大学病院経営研究会主催のカンファレンス
で基調講演し、２０１０年度診療報酬改定のプラス改定
財源４８００億円のうち、１５.８％に当たる約７６０億円が特
定機能病院に投入されるとの試算を示した。
　試算によると、医科改定率プラス１.７４％（入院
３.０３％、外来０.３１％）に対し、特定機能病院はプラス
５.０％（入院改定率７.０％、外来０.６８％）と大幅引き上
げとなる。内訳は、救急・産科・小児への評価が約
３６０億円、手術・処置関係が約３００億円、急性期医療
の評価約３０億円、がん・精神医療関係約４０億円、検
査関係約３０億円。鈴木副大臣は「崩壊が著しい救急・
産科・小児科・外科に重点的に配分できた」とした。
（６/１５MEDIFAXより）

民主、政調が復活／各省政策会議は廃止
　民主党の玄葉光一郎政策調査会長（公務員制度改
革担当相）は６月１５日、党政策調査会役員会で、政
調の下に部門会議を置く方針を説明した。政策決定
を政府が行う「一元化」は維持した上で、党所属議
員が地元からの意見を政調を通じて政府に提言する
仕組みをつくる。
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　国会の各委員会ごとに政府提出法案を勉強するた
め設けた「議員政策研究会」と、党所属議員が副大
臣から政府政策の説明を聞く「各省政策会議」を廃
止し、常任委員会ごとに設ける部門会議に一本化す
る。参院選後に部門会議の初会合を開く。
●政調会長代理に櫻井氏
　役員会終了後に城島光力政調会長代理が会見し
た。玄葉政調会長と城島政調会長代理、櫻井充政調
会長代理、山口壯筆頭副会長からなる４人を「幹部
会」とし、政策活動の基本的な方針を定める。また、
政策と党の連絡調整を行う。
　部門会議は副大臣と部門会議の座長が共同座長を
務める。また、部門会議のコアメンバー会議を設け、
政務三役、部門会議の座長、常任委員長（オブザー
バー）、委員会筆頭理事、担当国対副委員長が出席す
る。コアメンバーが部門会議の議題などを決定する。
　部門会議は政府からの説明聴取や官僚からのヒア
リングを行い、政策提言を政府に行う。また、団体
からの陳情は幹事長室が受け付け、政策的な案件に
ついては幹事長室から政調が引き継いで検討すると
いう。
　議連で出た結論については引き続き幹事長室に政
策提言する仕組みとする。（６/１６MEDIFAXより）

難病患者の支援強化を要望／民主党の難病対
策推進議連
　民主党難病対策推進議員連盟（会長＝岡崎トミ子
参院議員）は６月１６日、難病や慢性疾患を持つ患者
の支援強化などを盛り込んだ「２０１０年度政策要望書」
を厚生労働省に提出した。厚労省の「新たな難治性
疾患対策の在り方検討チーム」での生産的な議論や、
難病・慢性疾患患者に対する福祉サービスの拡充な
どを要望している。
　４月に発足した厚労省の「新たな難治性疾患対策
の在り方検討チーム」について「大変期待している」
と評価し、さまざまな難病・慢性疾患患者の声を聞
く機会を早期に設けるよう要望。また、同検討チー
ムと「厚生科学審議会疾病対策部会難病対策委員
会」、内閣府の「障がい者制度改革推進会議総合福祉
部会」の間での情報共有と連携を促進し、整合性の
ある結論が得られるよう、長妻昭厚生労働相から事
務方へ指示するよう求めた。
　現行制度では障害者手帳の給付を受けられない難
病・慢性疾患患者について、福祉のニーズや雇用の
実態調査も早急に実施するよう要望。介護保険や障

害者自立支援法、難病居宅生活支援事業の対象とな
っていない難病・慢性疾患患者が、必要に応じて家
事支援や身体介護を受けられる仕組みを創設する必
要性も指摘した。（６/１７MEDIFAXより）

民主・リハビリ議連が設立総会／安心社会構
築へ政策提言
　民主党の「安心社会の構築に向けたリハビリテー
ションを考える議員連盟」（会長＝土肥隆一衆院議
員）は６月１５日、国会内で設立総会を開いた。「地域
リハビリ」の観点から障害者や高齢者が住み慣れた
地域で安心して暮らすことができる社会をつくるこ
とを目指し、医療・介護・福祉分野で政策提言を行
う。（６/１６MEDIFAXより）

ドクターフィー「慎重な議論を」／中医協・
支払い側が意見書
　中医協の支払い側委員は６月２３日の総会で、今後
の検討課題についての意見書を提出した。すでに提
出している診療側委員の意見のうち、基本診療料に
含まれるキャピタル・コストや人件費などの積算根
拠の明確化、ドクターフィーの導入などについて、
慎重な議論が必要との認識を示した。
　白川修二委員（健保連専務理事）が説明した。診
療側の提案内容について「委員間で現状認識や問題
意識を共有しつつ、優先順位を考慮しながら議論す
ることに異存はない」としたが、基本診療料につい
ては「技術料設定や基本診療料についての考え方な
ど、さまざまな検討課題が考えられる」とし、検討
項目の絞り込みなどが必要と指摘した。ドクターフ
ィーについても「診療報酬の在り方に大きな影響を
及ぼす」とし、時間をかけて議論する必要があると
した。
　このほか、地域特性を踏まえた診療報酬の在り方
についても「指標とすべきデータの検討や地域の実
態などを精査するステップを踏むべきだ」と主張し
た。
　２０１０年度診療報酬改定の付帯意見を踏まえた検討
については、外来管理加算と地域医療貢献加算の算
定状況や看護職員・看護補助職員の勤務実態などの
調査の必要性を訴えた。
　支払い側、診療側双方の意見が出そろったことを
受けて、厚生労働省は今後の検討に向けた具体的な
調査の在り方についての考えをまとめ、総会に示す
方針だ。（６/２４MEDIFAXより）
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ＤＰＣ新係数、次期改定へ議論スタート／中
医協分科会
　中医協のＤＰＣ評価分科会（分科会長＝西岡清・
横浜市立みなと赤十字病院名誉院長）は６月３０日、
２０１２年度診療報酬改定に向けて、新たな機能評価係
数（機能評価係数Ⅱ）に関する議論を始めた。厚生
労働省は分科会に対し、１０年度改定で導入した機能
評価係数Ⅱの評価を▽ＤＰＣ全医療機関が目指す望
ましい方向性▽社会的に（地域で）求められている
機能▽医療機関ごとの投入資源量の乖離の是正―に
分類した上で、１２年度改定での考え方や具体的な項
目設定について意見を求めた。委員からは、チーム
医療や中小病院に対する評価を求める意見が上がっ
た。
●「粗診粗療ない」０９年度調査報告
　厚労省はこのほか、０９年度「ＤＰＣ導入の影響評
価に関する調査結果および評価」の最終報告案と、
０９年度再入院・再転棟に関する調査の結果を報告し
た。平均在院日数の短縮化傾向は続いたが、主な要
因は「診断群分類ごとの在院日数の減少」だったこ
となどから、「粗診粗療は見受けられなかった」との
結論で一致した。近く正式な報告をまとめ、中医協
の総会または診療報酬基本問題小委員会に報告す
る。（７/１MEDIFAXより）

支払い側の新委員に田中氏／中医協
　中医協支払い側委員の髙橋健二氏（全日本海員組
合中央執行委員）が６月２３日付で辞任し、後任とし
て田中伸一氏（同）が同日付で就任した。田中氏の
任期は、髙橋氏の残任期間の２０１１年１０月２６日まで。
（６/２４MEDIFAXより）

薬価専門部会長に森田氏／中医協
　中医協・薬価専門部会は６月２３日の会合で、公益
委員の森田朗氏（東京大大学院法学政治学研究科教
授）を新部会長に選出した。
　森田新部会長は席上、「医療政策や社会保障関連政
策に関心を持っている。私の専門は公共政策などで、
医学や薬学の知識は十分には持っていないが一生懸
命勉強していきたい。私は研究者なので筋の通らな
い議論は嫌い。筋の通った論理的な議論をしていき
たい」と抱負を語った。
　薬価専門部会の部会長は、国会で再任が不同意と
なったために中医協委員を辞任した前田雅英元部会
長に代わり、２００９年３月から、過去に部会長を務め

た経験がある遠藤久夫・中医協会長が務めていた。
ただこれは「暫定的な措置」（遠藤氏）であり、部会
で新部会長を選出した。診療側、支払い側が森田氏
を推薦、了承された。（６/２４MEDIFAXより）

直接支払い制度、社保審で検討へ／厚労省
　出産育児一時金の直接支払い制度について、厚生
労働省は近く社会保障審議会・医療保険部会で２０１１
年度以降の制度の在り方について検討を始める。医
療保険部会で２－３回議論を行い、早ければ８月に
示す１１年度概算要求に反映させる予定だ。
　厚労省は専門委員６人の人選をすでに終えてお
り、現在、就任の依頼を行っている。日本産婦人科
医会の寺尾俊彦会長や日本産科婦人科学会の海野信
也・医療改革委員長、井上清成弁護士などの名前が
挙がっている。
　直接支払い制度は１０年度までの時限措置で、厚労
省は猶予期間を１０年度末まで延長した。１１年度以降
の制度の在り方は決まっていない。
（６/１５MEDIFAXより）

新高齢者制度、国保と一体で／厚労省の改革
会議
　厚生労働省の高齢者医療制度改革会議（座長＝岩
村正彦・東京大大学院教授）は６月２３日、新高齢者
医療制度の基本的な枠組みとして、高齢者医療と市
町村国保を一体的に運営する方向性で固まった。新
制度ではサラリーマンである高齢者や被扶養者は被
用者保険に、このほかの高齢者は国保に加入するこ
とになる。７月の会合で案を示した後、８月末に中
間取りまとめを示す。
　新制度下でも、７５歳以上の高齢者医療は都道府県
単位での財政運営となる方向だ。財政運営上での年
齢区分が生じることになるが、岩村座長は「財政調
整をしないことには制度は支えられない。財政調整
のところでの年齢区分は避けて通れない」と述べた。
（６/２４MEDIFAXより）

高齢者「かかりつけ医」議論再燃か／新制度
の検討で
　高齢者医療に関する「かかりつけ医」の在り方の
議論が本格化する可能性が出てきた。厚生労働省が
６月２３日の「高齢者医療制度改革会議」で示した
「これまでの議論の整理」では、後期高齢者医療制度
廃止後の制度設計を議論している現行の改革会議と
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は別に、高齢者向けの医療サービスについて新たに
「検討の場」を設け、２０１２年度の診療報酬・介護報酬
同時改定に向けて議論することに言及した。今後の
検討に当たる「基本的視点」として「かかりつけ医
の普及」などを盛り込んでいる。
　高齢者に対する「かかりつけ医」機能をめぐって
は、現行制度発足に合わせた０８年度診療報酬改定で
「後期高齢者診療料」を創設した。糖尿病などの慢性
疾患を「主病」とする後期高齢者に対して、診療計
画書に基づいて継続的な外来医療を提供した場合に
評価する包括点数で、原則として１人の患者を１つ
の医療機関が診るとした点について「登録医制度に
つながる」として都道府県医師会などが反発。日本
医師会の原中勝征会長は当時、茨城県医師会長とし
て、同診療料の届け出をしないように訴える運動の
急先鋒だった。
　同診療料は算定した医療機関が届け出医療機関の
１割程度だったことなどから、１０年度改定で廃止と
なった。厚労省保険局医療課は同診療料が廃止され
た経緯も踏まえ、「かかりつけ医の役割の明確化など
の議論が進まなければ、点数付けの議論に入るのは
難しい」とし、議論の成り行きを見守っている。
（７/６MEDIFAXより）

臨床研修評価でＷＧ設置／医道審・臨床研修
部会
　厚生労働省の医道審議会・医師分科会医師臨床研
修部会（部会長＝相川直樹・慶応大名誉教授）は７
月７日、臨床研修制度の評価についてワーキンググ
ループ（ＷＧ）を設け、実施状況や地域医療への影
響などについて議論していくことを決めた。２０１０年
１０月ごろに第１回のＷＧを開催し、１２年中にも検討
結果を部会に報告する。ＷＧからの報告を受けた部
会では、１３年には制度全般の見直しを検討する予定。
　ＷＧは有識者１０人程度で組織する。ヒアリングや
アンケートのほか、臨床研修病院への訪問調査など
を行って実態を把握し、論点を整理する。厚労省が
臨床研修修了者を対象に行ったアンケート結果も１０
年度中に示される予定で、参考とする。委員からは
評価に当たって、基礎医学者の推移や大学院進学者
の実態を把握するよう求める声が上がった。
（７/８MEDIFAXより）

個別ワクチンの議論は小委員会で／予防接種
部会
　厚生労働省の厚生科学審議会・感染症分科会予防
接種部会（部会長＝加藤達夫・国立成育医療研究セ
ンター総長）は７月７日、個別ワクチンなどの議論
のために小委員会を設置することを決めた。小委員
会に参加する委員や構成については、厚労省が次回
の部会で提示するとした。
　部会で、厚労省はＨｉｂや肺炎球菌、ＨＰＶなど
の８疾病・ワクチンについてのファクトシートを提
示した。ファクトシートは、米国ＡＣＩＰ（ワクチ
ン接種に関する諮問委員会）で対象疾患やワクチン
の情報を整理するために活用されている。今回のシ
ートは国立感染症研究所が中心となって作成。作成
に当たっては▽対象疾患の基本的知見▽予防接種の
目的と導入により期待される効果▽ワクチン製剤の
現状と安全性等に関する事項─などについて、臨床
の部分については予防接種推進専門協議会（委員長
＝神谷齊・国立病院機構三重病院名誉院長）から、
ワクチンの需給や開発状況はそれぞれのワクチン開
発企業から情報を得た。今後の部会などでの議論に
利用する。
　部会終了後、厚労省新型インフルエンザ対策推進
本部事務局の鈴木康裕次長は記者らに対し、予防接
種法の抜本改正について「早ければ年内に部会の結
論を出す構えで準備したい」とした。「２０１１年の通常
国会に提出したい」とも述べた。
●費用負担「全額国費で」
　古木哲夫委員（全国町村会副会長・山口県和木町
長）は部会の席上、ＨＰＶワクチン助成などに対し
て市民の関心は高いとした上で「市町村の財政状況
に寄るところが大きい」と指摘。予防接種の費用負
担について「地域間に格差があってはならず、国の
責任で実施すべき」とした。ほかの委員からも予防
接種の費用負担について「全額国費」を求める声が
上がった。（７/８MEDIFAXより）

乾燥細胞培養ワクチン、第２期に使用可／日
本脳炎小委
　厚生労働省の厚生科学審議会・感染症分科会予防
接種部会の「日本脳炎に関する小委員会」（委員長＝
加藤達夫・国立成育医療研究センター総長）は６月
１６日の会合で、乾燥細胞培養日本脳炎ワクチンを第
２期の定期接種に使用可能なワクチンとして位置付
けることで合意した。６月２３日に、第２次中間報告
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を予防接種部会に提出し承認された。
　この日の小委員会では、厚生労働科学研究費補助
金の「乾燥細胞培養日本脳炎ワクチンの追加接種に
関する検討」（研究代表者＝岡部信彦・国立感染症研
究所感染症情報センター長）の結果が報告された。
倉根一郎参考人（国立感染症研究所ウイルス第一部
長）は「ブースターがかかり、有害事象に差がない
のなら、データ的に第２期に使用可能と位置付けて
も構わない」とした。
　第２期の予防接種に関する積極的な勧奨について
は、２０１０年度シーズンの接種や供給の状況を勘案し
ながら、０５年の積極的勧奨差し控えによって接種の
機会を逃した人への対応と合わせて、「第１期３回の
接種機会」と「第２期の接種機会」のどちらを優先
すべきか、１０年秋をめどにさらに議論を行うとした。
　第２期予防接種について保護者などから接種希望
があれば、市区町村はワクチン流通在庫量を勘案し
ながら、接種機会確保に努めるべきとした。
●９９％の市町村が積極的勧奨を再開
　厚労省は第１期定期接種の積極的勧奨再開につい
て、北海道を除く全市町村を対象に状況を調査した。
厚労省によると、回答のあった１４８５市町村のうち
１１０１市町村（７４％）が「すでに積極的勧奨を再開」
と答えた。「今シーズンに合わせて積極的勧奨を再開
予定」とした３７１市町村（２５％）と合わせると、９９％
の市町村が積極的勧奨を再開することになる。
　医療機関などへの周知状況では、「通知または説明
会で周知済み」としたのは９９０市町村（６７％）、「周知
予定」としたのは２２８市町村（１５％）で、合わせて
８２％の市町村で医療機関への周知が行われることに
なる。

リハビリ日数制限、明確な反対なし／厚労省
の団体調査
　厚生労働省は６月２３日、リハビリテーションの診
療報酬算定日数上限などに関して、関係団体からの
聞き取り調査の結果を公表した。疾患別に設定され
ている標準的算定日数について、明確に「反対」と
回答した団体はなかった。厚労省保険局医療課は「改
善の余地はあるにせよ、現在の仕組みで現場が非常
に困っており、すぐに変えてほしいという認識では
ないと思っている」とし、中医協・診療報酬改定結
果検証部会などでの検証結果も踏まえて、２０１２年度
の診療報酬・介護報酬同時改定に向けて議論を進め
る考えだ。

　４－５月に関係７団体の社会保険担当者らから意
見を聞き、▽標準的算定日数の設定▽疾患別リハビ
リ▽機能維持のために行う月１３単位のリハビリ―に
ついて総合評価として「基本的に賛成」「基本的に反
対」「賛成と反対が会内に混在」に分類した。
　標準的算定日数については、全国回復期リハビリ
テーション病棟連絡協議会が「賛成」としたが、ほ
かの６団体は「混在」だった。「主治医が判断すれば
継続できるようになっており、患者状況によって適
切に運用すれば現行制度でよい」（日本理学療法士協
会）、「標準的算定日数内でおおむね７割は対応でき
るが、３割程度は日数が足りない印象がある」（日本
心臓リハビリテーション学会）、「日数後でも改善を
見込める場合は継続できるが、提出資料が煩雑で継
続しない場合もある」（同）などの意見があった。
　疾患別リハビリに関しては、日本リハビリテーシ
ョン医学会のみが「反対」で、「リハビリは疾患より
も、むしろ疾患から派生する障害を対象にしている。
疾患別の診療報酬体系には無理が多い」「疾患別リハ
ビリの見直しと併せて総合リハビリの設置を考える
べき」とした。「賛成」は４団体で、「混在」が２団
体。「賛成」とした日本心臓リハビリ学会は「ほかの
リハビリと内容が異なるので、疾患別でなければで
きない」とした。
　機能維持のリハビリについては、「賛成」が２団体、
「混在」が５団体。「混在」とした日本言語聴覚士協
会は「言語聴覚療法のみの患者は１３単位でよいが、
理学療法、作業療法と併用する必要のあるケースで
は足りないケースもある」とした。「賛成」の日本心
臓リハビリ学会は「外来患者の自己負担の金額を考
えると、この程度が妥当。しかし、入院の場合には
不十分」とした。
　リハビリの日数制限をめぐっては、４月の衆院厚
生労働委員会で長妻昭厚労相が、阿部知子氏（社民）
の質問に対し、現状を把握した上で結果を公表する
と答弁していた。調査に回答したのは次の団体。
　日本理学療法士協会▽日本臨床整形外科学会▽全
国回復期リハビリテーション病棟連絡協議会▽日本
リハビリテーション医学会▽日本心臓リハビリテー
ション学会▽日本作業療法士協会▽日本言語聴覚士
協会（６/２４MEDIFAXより）

肝炎対策基本指針の議論スタート／厚労省の
協議会が発足
　厚生労働省は６月１７日、肝炎対策推進協議会（会

京都保険医新聞２０１０年（平成２２年）７月２６日　毎週１回月曜日発行 （昭和２６年３月５日第３種郵便物認可）　第２７５３号

１１

情
勢
ト
ピ
ッ
ク
ス

第１３３号



長＝林紀夫・関西労災病院長）を立ち上げた。２０１０
年１月１日に施行された肝炎対策基本法をより実効
性のあるものとするため、肝炎対策基本指針の策定
に向けた議論を進めていく。
　協議会では、都道府県の肝炎対策担当者や有識者
によるプレゼンテーションが行われ、患者委員らは
肝炎対策基本指針の策定に向け当事者としての意見
を述べた。
　今後、策定する肝炎対策基本指針では▽肝炎予防
と肝炎医療推進の基本的な方向▽予防のための施策
▽検査実施体制と検査能力の向上▽医療提供体制の
確保▽予防や肝炎医療に関する人材の育成▽調査・
研究▽医薬品の研究開発の推進▽啓発および知識の
普及、肝炎患者らの人権の尊重▽その他―の９つの
事項を定める。厚労省は１１月末の基本指針策定を目
指して、協議会で議論していく予定だ。
　協議会には、日本肝臓病患者団体協議会や薬害肝
炎原告団などから６人が委員として参加する。患者
委員らは、この日の会合で「基本法の前文に『国の
責任』と明記された。このことを認識し、国の責任
を前提とした対策や対応に向けて協議してほしい」
と求めた。（６/１８MEDIFAXより）

全面施行へ省令を公布／改正臓器移植法
　厚生労働省は６月２５日、７月１７日に迫った改正臓
器移植法の全面施行に向け、同法施行規則の一部を
改正する省令を公布した。６歳未満の脳死判定基準
を定めたほか、脳死判定・臓器摘出の記録に関する
規定を新たに盛り込んでいる。併せて関係通知を発
出し、省令の公布とガイドラインの一部改正を周知
した。施行日は７月１７日。（６/２８MEDIFAXより）

国際化で医療市場を拡大／経産省・研究会が
報告書
　経済産業省は６月３０日、医療の基盤強化と市場拡
大を実現するための方策を検討してきた同省の「医
療産業研究会」（座長＝伊藤元重・東京大教授）の報
告書を公表した。日本の医療市場を拡大させるため
には、健康サービスなどの医療周辺サービスを提供
する「医療生活産業」の振興と、医療の国際化が必
要と指摘している。
　報告書では、日本の医療市場の現状について、高
齢化の進展に伴い医療に対する需要が増大している
一方、国民皆保険制度の中で行われる計画的なサー
ビス供給では、需給を自律的に調整する機能が低い

ため、需要と供給のギャップが発生しているとの認
識を示した。その上で、公的保険制度の外の世界を
活用しながら、増大する需要に応じた供給が行われ
るよう医療の産業化を進め、医療市場を拡大する必
要があると指摘している。
　具体的な取り組みとしては▽疾病予防や疾病管
理、介護予防、リハビリ、慢性期の生活支援などを
サポートする「医療生活産業」の振興▽外国人患者
の受け入れを促進することなどによる医療の国際化
▽医療情報のデジタル化・標準化―の３点を挙げた。
　促進に向けた動きが加速している「医療ツーリズ
ム」をめぐっては、医療機関や旅行代理店、通訳・
翻訳業者などによる受け入れ支援組織の創設と、そ
れに対する国からの支援の必要性を強調。受け入れ
能力を持つ医療機関を政府が認証し、認証を受けた
医療機関には、医療法上の病床規制の特例や外国人
医師・看護師の受け入れなど、必要な規制緩和を検
討すべきだとした。（７/１MEDIFAXより）

高齢者の自立支援を推進／科学技術会議、概
算要求の行動計画
　川端達夫科学技術政策担当相と総合科学技術会議
有識者議員は７月８日、各省庁が予算要求を行う前
にあらかじめ重要施策を示す「２０１１年度科学・技術
重要施策アクション・プラン」を公表した。今後の
高齢化の進行を見据え、高齢者や障害者の自立支援
に向けた技術開発などを盛り込んだ。
　「高齢者・障がい者の科学技術による自立支援」で
は、高齢者や障害者が安全に使える介護機器やサー
ビス、介護者に負担の少ない補助機器の研究開発な
どを課題に位置付けた。具体的には、介護者の身体
的・精神的負担を軽減する機器やシステムの研究開
発を経済産業省が行い、厚生労働省は必要に応じて
実証などに取り組み、早期の社会導入を目指すとし
た。安全認証や導入にかかわる規制・制度の整備に
ついても、両省が連携して推進するとした。
　「革新的診断・治療法の開発による治癒率の向上」
では、「がん」の治癒率向上に向けた具体的な取り組
みなどを提示。早期診断のための診断機器の研究開
発などに経済産業省が取り組み、厚労省・文部科学
省・経産省の連携の下、画期的なバイオマーカーを
探索・発見することで、精度の高い革新的な早期診
断法の開発を目指すとした。（７/９MEDIFAXより）
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医学教育モデル・コア・カリ改訂へ／文科省
が議論開始
　文部科学省は６月１６日、医学教育と歯学教育のモ
デル・コア・カリキュラムの改訂に向けた議論を開
始した。改訂内容を検討する連絡調整委員会と専門
研究委員会の初会合を合同開催し、関係者からのヒ
アリングを行った。早ければ２０１０年末にも改訂版を
公表し周知する。モデル・コア・カリキュラムの改
訂は０７年以来となる。
●臨床研修制度の見直しを受け
　医学教育と歯学教育のモデル・コア・カリキュラ
ムは０１年に策定され、０７年に一部が改訂された。０９
年には臨床研修制度の見直しを受けて「医学教育カ
リキュラム検討会」と「歯学教育の改善・充実に関
する調査研究協力者会議」が、今後の方向性を示し
た報告書をまとめており、報告書を踏まえて改訂に
着手する。各大学でのカリキュラムのばらつきを是
正するため、コア・カリキュラムの浸透を図る方策
も探る。（６/１７MEDIFAXより）

最高裁「医師不足」に懸念表明／小児科医の
過労自殺訴訟で和解
　過労によるうつ病で１９９９年に自殺した小児科医中
原利郎さん（当時４４）の遺族が、心身への十分な配
慮を怠ったとして、勤務先の病院を運営する立正佼
成会に損害賠償を求めた訴訟は７月８日、最高裁第
２小法廷（古田佑紀裁判長）で和解が成立した。和
解条項で医師不足解消への取り組みが「国民の健康
を守るために不可欠」との一文が盛り込まれた。
　最高裁は３月、日本でより良い医療を実現したい
との観点から双方に和解を打診。医師不足を懸念し
た異例の和解成立となった。
　和解は、立正佼成会側が労災保険給付金とは別に
和解金計７００万円を支払うことなどが主な内容。
　遺族側の代理人弁護士によると、和解条項には「医
師不足や医師の過重負担を生じさせないことが国民
の健康を守るために不可欠であることを相互に確認
する」と記された。
　遺族は今回の訴訟のほか、労災認定を求め２００４年
１２月に提訴。０７年３月の東京地裁判決は自殺を労災
と認め、そのまま確定した。しかし約２週間後にあ
った今回の訴訟の一審判決（０７年３月）は、自殺原
因を過労と認めずに請求を棄却。
　０８年１０月の二審東京高裁判決は「全国的な小児科
医不足の中で医師の欠員に直面し、負担があった」

とする一方、「病院は精神障害を認識できなかった」
として一審判決を支持した。
　一、二審判決によると、中原さんは８７年４月から
立正佼成会付属佼成病院（東京）で勤務。９９年１月
に小児科部長代行に就いた後、うつ病を発症し同８
月に自殺した。【共同】（７/１２MEDIFAXより）

看護学科開設を１年延期／仏教大
　仏教大（京都市北区）は７月２日、２０１１年に予定
していた看護学科開設を１２年４月に延期すると発表
した。同大学によると、京都市立看護短大の廃止に
伴い教員を受け入れる予定だった。市議会が３月に
廃止条例案を否決したため独自に教員確保を目指し
たが、間に合わなかった。条例案は５月に可決され
た。【共同】（７/６MEDIFAXより）

医療費財源のカギは経済成長率／中医協会長
の遠藤氏
　中医協会長の遠藤久夫氏（学習院大経済学部教授）
は６月２５日、東京都内で開かれた全国公私病院連盟
の総会で「日本の医療費水準を考える」と題して講
演した。医療費について「私自身は高齢化を考えれ
ば引き上げなければならないと考えている」とし、
財源については「経済成長率にかかっている」と指
摘。医療・介護の制度とその費用を国民に提示し、
選択してもらうべきと提案した。
　医療費確保の方策として考えられる▽公費負担の
増加▽保険料の増額▽自己負担の増加─の３点につ
いて、それぞれの問題点を指摘した。公費負担の増
加は公的債務残高の高さなどから困難とし、保険料
の増額も現役世代の負担増や、保険料の支払いによ
る人件費の増などを懸念して失業者の増加が予想さ
れると課題を挙げた。自己負担の増も低所得者の増
加などにより、難しいとの見方を示した。その上で、
今後、団塊の世代が高齢化すれば医療費の増は避け
られないとし「医療・介護制度とそれに必要な費用
との関係を明らかにして、国民に選択してもらうし
かない」と提案した。
　講演後、会場から「医療・介護分野は成長産業と
して成り立ち得るか」との質問があり、遠藤会長は
考えはまとまっていないとしながらも「内需の支え
にはなると思うが、日本を牽引するような産業には
ならないのではないか」との見方を示した。
（６/２８MEDIFAXより）
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軽度者は保険対象外に／介護保険で同友会が
提言
　経済同友会の２００９年度社会保障改革委員会は６月
２８日、「持続可能な介護保険制度に向けた抜本的改革
を」と題する提言を発表した。持続可能な介護保険
制度の構築を目指し、軽度者へのサービス提供は保
険対象外とすることや、施設サービス量の確保と待
機者問題の解消に向け、介護保険施設の運営主体の
規制を見直すよう提言している。
　限られた財源を効果的に使い、より重度の利用者
に手厚く給付するとの観点から、「要支援１－２」と
比較的軽度な「要介護１」の利用者に対するサービ
スは、保険対象外とするよう提言。さらに自己負担
割合を１割から２割に引き上げることで、介護保険
財政の持続性が向上するとした。
　施設サービス量の確保と待機者問題の解消につい
ては、介護保険施設の運営主体規制を見直し、株式
会社など多様な経営主体の参入を促すべきと指摘。
併せて、社会福祉法人に対する公的助成や優遇措置
を撤廃することで、経営主体者同士の自由な競争を
通じたサービスの質の向上が期待できるとした。入
所対象者については「より重度者に限定するべき」
とした。
　このほか、保険外サービス市場の拡大や、介護ロ
ボットなどの機器の実用化・普及促進などを提言し
ている。（６/２９MEDIFAXより）

診療科別の平均点数を公開／集個指導で近畿
厚生局
　近畿厚生局は７月１日、医療機関への集団的個別
指導（集団講義方式）の選定に用いる類型区分（診
療科）ごとの平均点数について、ホームページでの
公開を開始した。厚生労働省保険局医療課医療指導
監査室によると、本省からは平均点数の開示に関す
る指示は出しておらず、近畿厚生局独自の取り組み
とみられる。
　また、集団的個別指導の対象となる医療機関へ事
前に送った通知では、類型区分や平均点数に関して、
個別の照会に応じることも盛り込んだ。
　ホームページ上で公開された２０１０年度分の「保険
医療機関等の診療科別平均点数一覧表」では、病院
を「一般病院」「老人病院」「精神病院」「臨床研修指
定病院・大学付属病院・特定機能病院」に区分し、
それぞれのレセプト１件当たりの平均点数を記載。
診療所に関しては、「内科（人工透析以外）」など全

１１診療科に分けて、各平均点数を開示した。病院は
平均点数を１.１倍、診療所は１.２倍すれば、集団的個別
指導の対象となる基準点数を算出できる。このほか
院外処方を行っている医科・診療所の補正点数も明
示した。
　７月１日時点で一覧表が確認できるのは近畿厚生
局指導監査課（大阪府を管轄）と京都事務所分のみ。
福井、滋賀、兵庫、奈良、和歌山の各事務所分は
「準備中」となっている。
　関係者の話を総合すると、近畿厚生局は大阪府内
で１０年度の集団的個別指導の対象となった医療機関
に対し、６月末に局長名の通知を送付した。通知に
は、平均点数を７月１日からホームページで掲載す
る案内のほか、対象医療機関から類型区分（診療科）
や平均点数に関する照会があれば、近畿厚生局指導
監査課が個別に応じることも明記されている。
（７/２MEDIFAXより）

再発防止委が初会合／産科補償制度、情報公
開で議論
　産科医療補償制度再発防止委員会（委員長＝池ノ
上克・宮崎大医学部附属病院長）は７月５日、東京
都内の日本医療機能評価機構で初会合を開いた。再
発防止に向けた報告書の作成や、再発防止の情報を
速やかに提供する産科事例情報（仮称）の実施など
を大筋で決めた。原因分析が終了した事例の検討を
進め、２０１１年１月以降に報告書をまとめる。
　事務局の案によると、報告書は今後年１回程度の
ペースでまとめる。各事例の妊産婦の基本情報や妊
娠経過などの情報を基に数量的、疫学的に分析する。
テーマに沿った分析も行う。具体的なテーマとして
は「胎児心拍数モニタリング」「分娩・陣痛促進剤の
使用」「急速遂娩」などを想定している。報告書はホ
ームページで公表するほか、加入分娩機関、関係学
会、団体などに配布する。産科事例情報では、より
速やかに情報提供を図る。いずれも同機構が行って
いる医療事故情報収集等事業をベースとしている。
　隈本邦彦委員（江戸川大メディアコミュニケーシ
ョン学部教授）はテーマ別の報告に力を入れるべき
とし、集まったデータをベースに研究を行うことも
提案した。データの使用や情報提供などで日本産婦
人科医会や日本産科婦人科学会と連携を深めるべき
とする意見も出た。事務局は委員からの意見を取り
入れ、次回に再度、実施案を提示する。
　同事業は０９年７月に補償申請の受け付けを開始。
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１０年６月末までに４６件の補償認定を行い、５件の原
因分析報告書を作成している。
（７/６MEDIFAXより）

控除対象外消費税で共同行動へ／日医と病院
団体
　日本医師会と四病院団体協議会を中心とする病院
団体は、医療機関の経営を圧迫している控除対象外
消費税の問題解決に向けて、共同で活動していくこ
とで合意した。日医の今村聡常任理事は７月９日、
メディファクスの取材に「社会保険診療が非課税に
なっていることで、消費税は医療機関に不合理な税
負担をもたらしている。病院団体と共に解決に向け
て取り組みたい」と述べた。
　今村常任理事は、当面の要望事項として「社会保
険診療は、現行の非課税から課税取引に変更させる。
その上で、患者が医療を受けることで発生する消費
税の負担軽減策を求めることになるだろう」と述べ
た。患者の負担については「ゼロ税率にするのか、
軽減税率か、給付付き税額控除にするのか、その方
法論については、政府に検討してもらいたい」とし
た。政府が税制改正の抜本的見直しの論議に入った
ところで、要望書の提出など具体的な活動を展開す
る予定だ。
●改定率に１.５３％上乗せでも不十分
　控除対象外消費税の問題をめぐっては、これまで
「診療報酬で補填する」との考え方で決着してきた。
１９８９年の３％の消費税導入時には診療報酬改定で
０.７６％が、税率が５％にアップした９７年の診療報酬
改定では０.７７％が上乗せされ、合計で１.５３％が上乗せ
されているとされてきた。ただ、医療関係者の間で
は、その後のマイナス改定で上乗せ分があいまいに
なっているとの認識が強い。今村常任理事は「仮に
１.５３％の上乗せがあったとしても、医療機関では不
十分とのデータが集積されている」と指摘する。
　日医が２００５年に実施した調査では、社会保険診療
収入に占める控除対象外消費税の割合が病院・診療
所ともに２％を上回っていた。設立母体別に見ると、
私立医科大学病院で２.７％、自治体病院で２.８％、医師
会病院で２.２％だった。その後の０６年と０７年の調査で
も、病院、無床診療所、有床診療所ともに約２％と
なっている。
　神奈川県の済生会横浜市東部病院によると、同院
の社会保険診療収入は１６７億円、控除対象外消費税は
４億円で社会保険診療収入の２.３％を占める。消費税

が１０％になると控除対象外消費税は８億円に倍増す
る計算だ。同院関係者は「早急に、医療界として要
望行動を起こしてもらいたい。病院経営に対して深
刻な問題だ」と指摘している。
　病院団体関係者によると、控除対象外消費税に関
しては日医と足並みをそろえるものの、個別の税制
改正事項の要望については各病院団体が独自に取り
組むとしている。（７/１２MEDIFAXより）

大野事件以降、刑事事件が激減／日医総研ＷＰ
　日医総研はこのほど、「医療刑事裁判について」と
題するワーキングペーパー（ＷＰ）をまとめ、公表
した。２００８年８月の福島県立大野病院事件の無罪判
決以降、医療刑事事件数は激減したとし、医療事故
に対する刑事処罰の困難さなどを論じた。
　０８年９月１日から１０年３月末日までの間に、業務
上過失致死傷罪の被疑事実で起訴された医療行為に
起因する刑事事件を対象に、新聞記事検索サービス
を利用して調べた。結果、正式に起訴された事案が
１件、略式起訴された事案が２件だった。
　多数の不起訴処分の報道が見られたとし「県立大
野病院事件判決以前は略式起訴されていた事案が、
同判決以降は、不起訴処分とされていることに注目
されたい」とした。検察庁の処理方針については
「県立大野病院の無罪判決の前後で検察庁の取り扱
いは異なっているように思われる」と考察した。
　医療事故に対する刑事処罰については「応召義務
がある一方で医療は不確実である」「従うべき規範が
明確に示されない」「治療困難な患者に対しても医療
が必要である」などの理由から「刑法の責任主義と
相いれない面がある上、訴訟法上合理的な疑いをい
れない程度に立証することは困難」とした。
（６/１８MEDIFAXより）

新専門医制度に賛否両論／メディファクス調
査、「全貌見えず」の声も
　日本専門医制評価・認定機構（専認機構）が従来
の「学会ごとの専門医認定」を改め、第三者機関が
専門医を認定する新たな専門医制度の基本設計案を
示したことに対し、各病院団体からは賛否両論の意
見が上がっている。各団体を対象にメディファクス
が行った調査では、「移行すべき」との意見があった
一方、「これまでの学会主導を続けるべき」とする意
見もあった。新たな専門医制度に対し、団体間で多
様な認識がある現状が浮き彫りになった。
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　日本病院団体協議会に所属する１１団体に調査票を
送付し見解を聞いた。各団体は会長・理事長らが回
答。全日本病院協会は、調査票と同じ内容を役員に
質問し、回答のあった１３人の意見を寄せた。全国公
私病院連盟と労働者健康福祉機構からは回答が得ら
れなかった。国立大学附属病院長会議は「特に検討
を行っておらず、各調査項目にお答えできない」と
文書で回答した。
　第三者機関の認定に移行すべきとしたのは、日本
病院会と日本慢性期医療協会、国立病院機構の３団
体。ただし「専門医の認定に学会加盟を条件としな
い」（国病機構）、「学会間の差を調整する機関は必要」
（日慢協）などの注文が付いた。一方、全日病はこれ
までの学会主導を続けるべきとの意見が約半数を占
めた。日本医療法人協会、日本精神科病院協会、全
国自治体病院協議会、日本私立医科大学協会（医大
協）の４団体は、どちらとも言えないと回答した。
「第三者の正体が分からない」（医法協）との意見も
あった。
　専門医の適正数を明確にすべきかとの質問につい
ては、日病、日精協、医法協、医大協、国病機構の
５団体が明確にすべきとした。「国・地域の対象患者
数に合わせるべき」（日精協）、「ある程度、示して、
適正な配置を考慮すべき」（医大協）との意見があっ
た。日慢協は明確にすべきでないとし、全日病も明
確にすべきでないとの意見がわずかに上回った。全
自病はどちらとも言えないとした。
　今回の調査の結果について厚生労働省医政局医事
課の田原克志・医師臨床研修推進室長は、新たな専
門医制に関心を寄せているとしながらも「まとまっ
ていくなら応援していきたい」と述べるにとどめた。
　専認機構の基本設計案では、基本領域の医師を「基
盤専門医」として認定し、その上で専門領域の医師
を「診療領域専門医」として認定する２階建ての仕
組みを導入する。認定は学会ではなく第三者機関が
行う。専門医の適正数を将来的に明示するとしてい
るほか、医師は認定を受けた専門医領域を標榜すべ
きとしている。（７/７MEDIFAXより）

「診療報酬に反映すべき」やや多数派／新専門
医制度
　日本専門医制評価・認定機構（専認機構）による
新たな専門医制度の基本設計案について、メディフ
ァクスが実施した調査では、「専門医制度を診療報酬
に反映させるべき」とする団体が上回った。

　新たな専門医制度が確立された場合に診療報酬に
反映させるべきとしたのは、日本慢性期医療協会、
日本私立医科大学協会、国立病院機構で、全日本病
院協会でも反映させるべきとの意見が多かった。日
慢協は「恐らく１０年後ぐらいになるだろう」との見
方を示し「学会間の格差の是正を先にすべき」とし
た。「当然すべき」（医大協）との意見のほか、「２階
部分でリンクすべき」（国病機構）との意見もあった。
　反映させるべきではないとしたのは日本医療法人
協会、日本精神科病院協会、全国自治体病院協議会
の３団体。「相対的な評価基準がない」（全自病）な
どの意見があった。日本病院会は「中途半端に診療
報酬とリンクすれば、各方面からのネガティブな反
応が出るだろう」とした。
●診療科標榜でも受け止めさまざま
　医師は認定を受けた専門医領域を標榜すべきとの
基本設計については、日病、医大協、国病機構が、
専門医領域だけの標榜にすべきと回答した。一方、
日精協、日慢協、全自病は専門医制度と標榜は分け
て考えるべきとした。「医師や医療機関の多い都市部
と地方では事情が異なる」（全自病）、「すべての医師
が専門医と総合医に二分されてからの問題。今のま
まで専門領域だけの標榜とすると隙間が多く発生
し、国民が混乱する」（日慢協）など慎重な意見が多
かった。
　専門医の研修施設の在り方について日病は「現状
では質の担保が保証されていない」として、研修施
設の基準を強化すべきとした。各学会が策定した現
行の基準は維持すべきとしたのは日精協、日慢協、
医大協で、全日病も維持すべきとの意見が多かった。
医法協と全自病は「分からない」とし、国病機構は「地
域で人を育てるという視点も配慮して施設認定を行
う必要がある」とした。（７/７MEDIFAXより）

医療基本法の制定が急務／全社連の伊藤理事長
　日本医療マネジメント学会学術総会が６月１２日、
札幌市で開かれ、全国社会保険協会連合会の伊藤雅
治理事長は、医療が抱える複数の課題に取り組む上
でも、日本の医療のグランドデザインとなる医療基
本法の制定が急務だと訴えた。
　伊藤理事長は、医療基本法を生存権（憲法２５条）
の具現化として位置付け、医療の基本理念のほか、
国民皆保険制度の維持、給付と負担に関する基本的
方向、医師の適正配置についての規定、地方自治体
の責務、国の責務などを明確にすることが必要と指
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摘。医療制度基本問題審議会を設置し、検討すべき
だと提案した。また、政策決定プロセスへの患者・
市民参加の法定化なども盛り込むべきとした。
　伊藤理事長は、医療費の総額抑制策の転換と、負
担と給付の関係について選択肢を示して国民に問う
ことが必要としたほか、医師の地域的な偏在と診療
科間の偏在を是正するには医師養成数の増加のみで
は解決しないとも指摘した。
　その上で「医師の働く地域や診療科の選択が、す
べて医師の判断に委ねられている国は国際的にも例
外」とし、偏在を是正するシステムの導入について
議論を開始する必要があるとした。また、臓器別の
専門医だけでなく、総合医の養成システムの確立も
必要とした。民主党が掲げた「医学部学生を１.５倍に
増やし、医師数を先進国並にする」との政策につい
ては、妥当性について検討を行うべきとした。
（６/１５MEDIFAXより）

 

介護給付費、４.２％増の６兆４１８５億円／０８年
度事業状況報告
　利用者負担を除く２００８年度の介護給付費は６兆
４１８５億円で、０７年度から４.２％増加したことが、厚生
労働省が６月２２日に発表した「０８年度介護保険事業
状況報告（年報）」で分かった。６５歳以上の第１号被
保険者１人当たり給付費は年間で平均２２万７０００円
（特定入所者介護サービス費、高額介護サービス費を
含む）で、前年度から１.２％増加した。
　第１号被保険者の保険料収納額は、前年度から
２.７％増の１兆３４９８億円。一方、特別徴収と普通徴収
を合わせた収納率は前年度比０.０２％減の９８.３％で、普
通徴収では前年度比０.５％減の８５.５％だった。
　０８年度末現在で介護給付費準備基金の積立金を保
有している保険者は１５３４保険者で、全保険者の９３％
を占めた。積立金額は４０５０億円で、前年度から８７２億
円増えた。
●サービス受給者は施設・居宅とも増加
　施設介護サービス受給者数は０８年度累計で総数
９９２万人（前年度比８万８０００人増）。１カ月当たり平
均では、介護療養型医療施設が１０万人（同０.９万人
減）、介護老人保健施設３１万人（同０.６万人増）、介護

老人福祉施設４２万人（同１.０万人増）だった。
　居宅介護サービス受給者数は総数３２７６万人（同１２６
万人増）で、厚労省は「要介護２の受給者数が２１.１％
と最も多くなっており、要介護度が軽度（要支援１
－要介護２）の受給者が約６９.７％を占めている」と
している。（６/２３MEDIFAXより）

「介護ビジョン」への反映を／民主・介護議連
が提言提出
　民主党の「介護を考える議員連盟」（会長＝石毛鍈
子衆院議員）は６月１５日、介護保険制度改正に向け
た提言を取りまとめ、山井和則厚生労働政務官へ手
渡した。同議連の藤田一枝事務局長は山井政務官に
対し「議連発足からヒアリングなどを経て議論を重
ねてきた。介護ビジョンへの反映をお願いしたい」
と求めた。
　提言は、介護保険制度改正の議論の前に確認して
おくべき基本的視点と重要な前提条件などをまとめ
た。提言では▽ケアワーカーの賃金・労働条件改善
の推進▽医療と介護の連携・サービスの総合化▽「認
知症」と向き合う▽「要介護認定」と「ケアマネジ
メント」は制度信頼の要―など１１の項目で課題を整
理した。
　同議連は今後も、介護保険制度をめぐる課題や論
点を踏まえつつ議論を続け、１０年秋にも「民主党介
護議連・介護ビジョン素案（仮）」を公表したいとし
ている。（６/１６MEDIFAXより）

制度改正へまず「地域包括ケア」議論／介護
保険部会
　厚生労働省は６月２１日、社会保障審議会・介護保
険部会（部会長＝山崎泰彦・神奈川県立保健福祉大
教授）を開き、介護保険の制度改正に向けた議論に
入る前段階として、「地域包括ケア研究会」（座長＝
田中滋・慶応大大学院教授）から２００９年度報告書に
ついて説明を受けた。２５年に目指すべき「地域包括
ケアシステム」の姿を描いた同報告書は、高齢者の
在宅生活を支えるサービスの提供体制や介護保険施
設の類型再編などを提言。厚労省も施策の参考にす
る意向を示している。委員からは、独居高齢者の増
加が見込まれる現状などを踏まえ、施設サービスを
拡充する必要性を指摘する声も上がった。
●高齢者の在宅生活を支える
　０９年度の厚労省補助金事業として同研究会がまと
めた報告書は、生活の場からおおむね３０分以内に必
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要な医療や介護、福祉サービスに到達できる２５年の
「地域包括ケアシステム」を描いている。「２４時間３６５
日短時間巡回型」の訪問サービスなどによって高齢
者の在宅生活を支え、リハビリテーション機能を強
化した介護保険施設が、入院した高齢者の在宅復帰
を支援する形を想定。一方、このような機能を持た
ない従来型の介護保険施設は、基本的な見守りと生
活支援サービスを提供する集合住宅と位置付け、医
療や介護サービスは外付けで提供するとしている。
要介護者に対する基礎的な医療的ケアは、医師や看
護職員との連携の下、介護福祉士らが行うとしてい
る。
　政府は１０年５月に「地域包括ケア研究会報告書も
参考としつつ、幅広い観点から介護保険制度の在り
方について検討を行っている」との答弁書を閣議決
定しており、制度改正の参考とする考えを示してい
る。（６/２２MEDIFAXより）

たん吸引、医行為から外す？／厚労省検討会
が初会合
　厚生労働省は７月５日、たんの吸引など現在は医
行為に当たる一部の行為について、介護職員が実施
するために必要な法制度を検討する「介護職員等に
よるたんの吸引等の実施のための制度の在り方に関
する検討会」（座長＝大島伸一・国立長寿医療研究セ
ンター総長）の初会合を開いた。委員からは、たん
の吸引について「危険性が高くない」との意見が出
たほか、医行為から外すよう提案する声が上がった。
　同検討会は８月をめどに法制度や研修の在り方に
ついて中間的な整理を行い、年度内に制度の在り方
について取りまとめを行う予定。長妻昭厚生労働相
は「早ければここでの議論の結果を、20１１年提出す
る法律の中に盛り込んでいければというふうにも考
えている」としている。（７/６MEDIFAXより）

取得支援で「手当設定」が６割／介護福祉士
で厚労省調査
　介護職員が介護福祉士国家資格を取得する際の支
援策として、資格取得手当を設定している施設・事
業所が約６割を占めることが、厚生労働省が６月２８
日に「今後の介護人材養成の在り方に関する検討会」
に報告した調査結果で分かった。
　サービス種類別に見ると、施設サービスの６６.７％、
在宅サービスの５９.０％、地域密着型サービスの６２.４％
が支援策として資格取得手当を設定。いずれも、ほ

かの支援策と比べて最も多い割合を占めた。
　介護職員に資格取得状況を聞いたところ、３年以
上の実務経験を経て国家試験を受験する「実務経験
ルート」での介護福祉士資格が４９.１％で最も多かっ
た。次いで「ヘルパー２級」３６.７％、「養成施設等ル
ートによる介護福祉士資格」１４.５％などだった。
　２０１２年度から実務経験者の国家試験受験要件に加
わる「６００時間以上の養成課程の受講」の再検討や、介
護職員の「キャリアラダー構築」に向けた議論の参
考資料を得るため、５月１４日－２７日に調査を実施。
１４事業者団体、１２７３施設・事業所、介護職員３３３４人
から回答を得た。（６/２９MEDIFAXより）

「専門介護福祉士」の創設検討へ／介護人材
の在り方検討会
　厚生労働省は６月２８日の「今後の介護人材養成の
在り方に関する検討会」に、これまでの議論を踏ま
えて整理した「今後の介護人材養成の基本的な方向
性に関する論点」を提示した。介護職員の「キャリ
アラダー」構築に向け、介護福祉士の上位資格とな
る「専門介護福祉士（仮称）」創設の検討などを盛り
込んだ。
　介護職員が介護福祉士資格を取得した後、さらに
キャリアアップできる仕組みとして「介護福祉士の
上位の研修を設け、キャリアデザインを描ける仕組
みとすることが必要」と指摘。現行の介護福祉士に
ついては、日常生活に関連した医行為や高度な認知
症ケアなど一部業務を独占することも含めて、ほか
の介護人材や専門職との役割分担を考えるべきとし
た。実務経験者が介護福祉士資格を取得する場合に
ついては「５００－６００時間程度の体系的な基礎教育は
必要」とした一方で「学習したい意欲はあるが、基
礎研修、６００時間課程は介護職員の時間的、経済的負
担、事業所の対応から考えると現実的ではない」と
も書き込んだ。同検討会は７月をめどに中間的な意
見の取りまとめを行う方針だ。
（６/２９MEDIFAXより）

介護ニーズの把握で検討会設置／厚労省
　厚生労働省は、地域で必要な介護サービスの種類
や量を市町村が効果的に把握する調査方法を検討す
る「日常生活圏域ニーズ調査の在り方検討委員会（仮
称）」の設置を決めた。介護サービスに対する需要を
的確に把握することで、自治体が策定する第５期介
護保険事業計画（２０１２－１４年度）の精度を上げ、地
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域で必要な医療・介護・福祉・住まいを一体的に提
供する「地域包括ケア」の推進を図る。モデル事業
を通して調査項目や方法を精査し、１０月頃に自治体
に示す予定だ。
　６月２４日に開いた「日常生活圏域ニーズ調査モデ
ル事業全国担当者等会議」で、概要を説明した。厚
労省は０９年度から、地域で暮らす高齢者の状態や、
必要な支援などについて実態を把握する「日常生活
圏域高齢者ニーズ調査モデル事業」を実施している。
地域の被保険者（一般・特定高齢者、要支援１－要
介護２）を対象に、世帯構成や所得レベル、疾病状
況などを郵送で調査し、未回収者には訪問調査を実
施している。
　要介護３－５の被保険者については、給付実績な
どから状態を把握。０９年度は３自治体で実施してお
り、１０年度は５７自治体で実施する。
　同委員会ではモデル事業の結果などを踏まえ、効
果的なニーズ調査方法や、事業計画の策定手法など
を示したテキストを作成する予定。厚労省の補助金
事業として開催する。（６/２５MEDIFAXより）

２４時間巡回型訪問介護を追加／市町村地域包
括ケア推進事業
　厚生労働省は、利用者宅を１日に複数回訪問する
２４時間巡回型訪問介護事業を、２０１０年度から実施す
る「市町村地域包括ケア推進事業」の項目に追加す
ることを決めた。６月１８日には民間シンクタンク「三
菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング」が主催する
「２４時間地域巡回型訪問サービスのあり方検討会」が
初会合を開くなど、２４時間３６５日体制で高齢者の在宅
生活を支える体制整備が必要との声が高まっている
ことから、既存事業を活用して普及を図ることにし
た。
　６月１５日に開いた地域包括支援センター全国担当
者会議で、概要を発表した。既存の夜間対応型訪問
介護事業所などを活用しながら、集合住宅などで暮
らす要介護高齢者らに、介護保険外のサービスとし
て実施する。実施主体は市町村で、１市町村につき
１０００万円程度の補助費を支給する。
　地域包括ケアシステムの推進に向け、厚労省は１０
年度から「市町村地域包括ケア推進事業」を開始し
た。１０年度予算で約５億５０００万円を計上。２４時間３６５
日対応の高齢者向け窓口を市町村に設置し、配食サ
ービスなど、介護保険外の福祉サービスと連携しな
がら要介護高齢者の生活を支援する「集合住宅等に

居住する要介護高齢者等に対する総合支援事業」な
どを盛り込んだ。２４時間巡回型訪問介護事業は、同
事業を活用して実施する。
　２４時間巡回型訪問サービスの中核となり得る夜間
対応型訪問介護事業所は、１０年２月時点で稼働して
いるのは全国９３事業所。厚労省は「普及が進んでい
ない」としており、今後、２４時間地域巡回型訪問サ
ービスを普及する上での課題や方法などについて検
討する方針を示している。（６/１６MEDIFAXより）

 

訪問看護師約１万６０００人増が必要／１０年後の
需給見通し
　介護保険施設など各種サービスの利用率が、今後
もこれまでと同じように伸びると仮定すると、２０２０
年には訪問看護師が今より約１万６０００人多く必要に
なるとの推計結果が、医療経済研究機構が厚生労働
省の０９年度老人保健健康増進等事業として実施した
研究で出た。訪問看護師の処遇を改善する場合は約
２万６５００人多く必要となる。研究報告書では訪問看
護師の確保を「喫緊の課題」と位置付け、処遇改善
や業務の効率化の必要性を指摘している。
●処遇改善には６万人以上必要
　報告書によると、２０年の施設サービス利用者数を
現在の１.５倍、医療保険の訪問看護利用者数を１.１９倍
と仮定すると、訪問看護が必要な人は０９年時点の３４
万４００人から４８万９５００人に増加する。この場合に必要
な看護師数は、平均年間労働時間が現状と同じ
２１５４.９１時間（日本看護協会０５年看護職員実態調査を
基に算出）と仮定すると、０９年時点の３万６６８７人か
ら５万２７５６人に増加し、新たに１万６０６９人が必要と
なる。平均年間労働時間を１８００時間まで改善する場
合は、必要な看護師数が６万３１５８人まで増加し、新
たに約２万６５００人を確保する必要が出てくる。
　在宅療養を重視する施策の展開や医療保険の訪問
看護利用者数の増加を見込んだ場合（施設サービス
伸び率１.３倍、医療保険の訪問看護利用率１.５倍）、訪
問看護が必要な人は５３万７８００人に増加。医療保険の
訪問看護利用率を２.０倍と仮定した場合は、５６万９１００
人まで増えるとしている。（７/１２MEDIFAXより）
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７５歳未満の死亡率が改善／がん対策基本計画
で中間報告
　厚生労働省は６月１５日、「がん対策推進基本計画中
間報告書」を公表した。がん対策推進基本計画では、
７５歳未満の年齢調整死亡率を１０年で２０％減少させる
ことが目標。報告書によると、２００５年に９２.４だった
年齢調整死亡率は０８年には８７.２となり、３年で約
６％減少した。厚労省は「数字上はおおむね計画通
りに進んでいると評価できるのではないか」として
いる。
　厚労省は、がん対策推進基本計画の進捗状況を把
握するため、がん対策推進協議会の意見を聞いた上
で今回の中間報告を取りまとめた。中間報告では、
全体目標や分野別個別目標について、目標と進捗状
況を説明しているほか、同協議会から上がった意見
も記載した。意見は、今後の基本計画の最終報告や
次期基本計画を作成する際のたたき台とする。
●未成年者喫煙率、目標達成できず
　がんの予防では「未成年者の喫煙率を３年以内に
０％にする」との目標を設定していたが、０８年度厚
生労働科学研究の研究班の調査によると、未成年者
の喫煙率は、男性の中学１年生で１.５％、高校３年生
で１２.８％、女性は中学１年生で１.１％、高校３年生で
５.３％となっており、目標を達成できなかった。がん
対策推進協議会は「禁煙対策のさらなる推進が必要」
としている。（６/１６MEDIFAXより）

高齢者医療費「最低県」は新潟／０８年度、長
野ついに陥落
　２００８年度の後期高齢者１人当たり医療費が最も低
かった都道府県は新潟だったことが、厚生労働省保
険局医療課の調査で分かった。０７年度までの「老人
医療事業年報」では、長野県が１８年連続で「最も老
人医療費のかからない県」だったが、０８年度は１位
の座を新潟に明け渡し、さらに岩手にも抜かれて、
３位に順位を落とした。
　厚労省は詳細を「０８年度後期高齢者医療事業年報」
としてホームページで公開している。対象となるの
は０８年３月－０９年２月診療分。１人当たり医療費を
低い順に見ると、前年度に２位だった新潟が７１万１４６
円で首位となり、同じく３位だった岩手が７２万３９３円
で２位に順位を上げた。３位となった長野は７２万
１９８９円。順位の変動について厚労省保険局調査課は
「前年度も首位から３位まで僅差だった。長野が特別
な事情で医療費が伸びたということではないと思

う」としている。
●長野の伸び率、全国３位
　ただ、長野の１人当たり医療費の前年度比伸び率
は、徳島（３.２％増）、山形（２.０％増）に次いで３番
目に高い０.９％増だった。前年度より１人当たり医療
費が伸びたのは１５道県だった。
　一方、１人当たり医療費が高い順では、福岡の１０８
万９４２４円、北海道の１０３万８４４６円、高知の１０２万８５７８
円で順位に変動はなかった。最高の福岡と最低の新
潟の格差は１.５３倍だった。
●１人当たりは全国平均０.５％減
　全国平均の１人当たり医療費は８６万５１４６円で前年
度比０.５％減となっている。主な内訳は入院・食事療
養・生活療養（医科）が４３万９２７円（前年度比０.３％
減）、入院外・調剤が３９万４６１６円（同１.２％減）、歯
科・食事療養・生活療養（歯科）が２万６７０４円（同
３.０％増）、訪問看護１９９８円（同８.４％増）などとなっ
ている。
●医療費総額は１.２％増の１１兆４１４５億円
　医療費総額は１１兆４１４５億円で前年度比１.２％増。う
ち医療給付費（高額療養費４０１５億円を含む）は１０兆
４０５２億円、実質一部負担額は１兆９３億円となってい
る。主な内訳は診療費９兆１５５８億円（同０.６％増）、
調剤１兆７０３５億円（同４.９％増）、食事療養・生活療
養３８５０億円（同０.７％減）、訪問看護２６４億円（同１０.３％
増）。総件数は３億８００２万件で前年度より微減してい
る。（７/９MEDIFAXより）

精神労災請求「医療・福祉」が上位／０９年
度、厚労省まとめ
　２００９年度の精神障害などに関する労災請求のう
ち、「医療・福祉」業種からの請求件数が１２７件で、
前年度より５件増加したことが６月１４日、厚生労働
省のまとめで分かった。「医療・福祉」業種をさらに
細分化した「中分類」を見ると、「社会保険・社会福
祉・介護事業」が６６件で最も多く、「医療業（病院、
医科・歯科診療所など）」が６０件で２番目となり、両
者で１、２位を独占した。
　厚労省が公表した「０９年度における脳・心臓疾患
及び精神障害等に係る労災補償状況」で明らかにな
った。精神障害に関する労災申請件数は、前年度比
２２.５％増の１１３６件で過去最多。業種別では「製造業」
の２０５件、「卸売・小売業」の１８７件に続いて、「医療・
福祉」が多くなっている。
　申請件数全体が増加する一方で、支給決定件数は
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前年度比１３.０％減の２３４件。同対策室は「精神障害に
関する支給決定は申請から９カ月程度かかってお
り、未決定が多いため申請の増加が反映されていな
い」と説明している。（６/１５MEDIFAXより）

百日咳、過半数が成人／感染研「ワクチン追
加接種検討を」
　国立感染症研究所によると、２０１０年第２２週の百日
咳の報告数は２１４例となり前週（１４５例）を大幅に上
回った。また、定点当たり報告数も同週は０.０７で、
前週より増加した。
　１０年第１－２２週までの累積患者報告数（１９１３例）
を年齢別に見ると、２０歳以上が１０１５例（５３.１％）で
最も多く、０歳が１８６例（９.７％）、２－３歳が１５５例
（８.１％）、４－５歳が１３５例（７.１％）と続いた。百日
咳は小児科定点報告疾患だが、全年齢に占める２０歳
以上の成人患者の報告割合が年々増加し、００年に
２.２％だったものが、１０年は第２２週までで５３.１％とな
っている。
　感染研は成人患者が半数を占める現状について
「すでに米国などで思春期から成人層への百日咳対
策として、ワクチンの追加接種が実施されている」
とした上で、「日本でも早急に検討が必要と思われ
る」としている。（６/２２MEDIFAXより）

ＤＰＣ対象病院１３９１施設に／厚労省が告示
　厚生労働省は６月２５日付で、７月１日からＤＰＣ
対象病院となる５７病院と調整係数、機能評価係数を
官報告示した。ＤＰＣ対象病院は７月から１３９１病院
となる。２０１０年度診療報酬改定で導入された新たな
機能評価係数（機能評価係数Ⅱ）の６項目のうち５
項目はすでに導入されているが、「地域医療指数」に
ついては８月からの導入となる。このため、厚労省
は８月までに新たな調整係数を告示する。
●１０年度準備病院は６５施設
　また、１０年度ＤＰＣ準備病院となるのは、６５病院
だったことが分かった。７月診療分からＤＰＣデー
タを提出することになり、ＤＰＣの参加ルールにの
っとり、最短で１２年４月から対象病院となる。
（６/２８MEDIFAXより）

１９府県、国保を広域運営へ／財政安定化が目的
　自営業や無職の人たちが加入する市町村の国民健
康保険（国保）で、４７都道府県のうち１９府県が、各
府県内の全市町村による共同運営を進める「広域化

支援方針」を策定する予定であることが６月１９日、
厚生労働省のまとめで分かった。
　高齢化が進む小規模町村を中心に、医療費増や現
役世代の減少で国保財政は悪化している。広域化支
援方針は、都道府県単位の運営にして財政の安定化
を図ろうと、厚労省が２０１０年度から導入した仕組み。
　都道府県単位での運営になれば、「同じ県内でも市
町村間で保険料に大きな格差がある」という現在の
不公平な状態は改善に向かう。ただ、市町村によっ
ては将来、保険料の増減が生じるため、加入者への
丁寧な説明が必要になりそうだ。
　方針策定の意向は、５月下旬から６月上旬にかけ
て厚労省が都道府県にアンケートした。策定は義務
ではないが、「策定しない」との回答はゼロ。残りの
２８都道府県は「検討中」と答えた。策定時期につい
ては、厚労省が「１２月までに」と求めており、「９
月」とした鳥取以外の１８府県は１２月を予定している。
　方針に定める項目は①財政安定化策②保険料算定
方式の標準化③保険料の収納対策や医療費適正化の
共同実施─などだが、どこまで盛り込むかは都道府
県の裁量。
　厚労省は、都道府県単位で運営している後期高齢
者医療制度を１３年に廃止後、６５歳以上は原則、国保
加入とする方針。国保も都道府県単位にすることで
移行をスムーズにしたいとの狙いもある。
【共同】（６/２２MEDIFAXより）

診療所の外来総点数は０.０９％減／日医レセプ
ト調査４・５月分
　日本医師会が７月７日に発表した４、５月分のレ
セプト調査速報によると、２０１０年度診療報酬改定で
診療所の再診料を２点引き下げたことなどの影響
で、診療所の外来の総点数が前年度同期と比べ
０.０９％減、１日当たり点数も０.０６％減少した。診療所
の再診料算定点数は、点数引き下げと算定回数減少
による影響を合わせて３.３％減少した一方、点数を９
点引き上げた病院の再診料算定点数は前年同期比
１５.５％増となった。
●総点数は２.１９％増
　病院と診療所を合わせた総点数は２.１９％増で、入
院は４.４４％、外来は０.５０％の増加だった。会見で高杉
敬久常任理事は、厚生労働省が医療費の自然増を
「３％台」としていることを取り上げ「そうであれば
３％台の伸びがあってしかるべきだが、実際には自
然増にも至っていない」と述べた。診療所の外来の
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１日当たり点数が減少していることについては「外
来の改定率（プラス０.３１％）の効果はあまり見られ
ていない」とした。
　病院の総点数は入院が４.４４％増、外来が２.３４％増。
１日当たり点数は入院が３.０８％増、外来が５.３３％増だ
った。病院種類別に見ると、一般病院（療養病床の
みの病院を除く）は総点数が４.１５％増、療養病床の
みの病院は３.７５％増、精神科病院は２.７０％増で、「１０
年度改定が急性期病院に手厚い内容だったことが表
れていた」とした。
●外来管理加算の算定回数４％増
　１０年度改定で「５分ルール」撤廃など要件が見直
された外来管理加算の算定回数は、診療所が４.４％、
病院が２.７％とそれぞれ増加し、合計では４.０％増。た
だ、厚労省が要件見直しによる財政影響の試算とし
て示した１２０億円を基に算出した場合、「算定回数は
５.９％増に相当する」とし、これには至っていない状
況だった。
　診療所の再診料、外来管理加算、地域医療貢献加
算の合計算定点数は０.４％減少。地域医療貢献加算の
届け出があった診療所では増減がなかったが、同加
算の届け出がない診療所では０.５％減少していた。
　日医は６月分を含めた３カ月分のデータを調査し
た上で一定の結論を出したいとしている。
（７/８MEDIFAXより）

明細書「全患者が希望」は２６.５％／日医調査
　日本医師会は７月７日、レセプト調査に合わせて
実施した明細書発行に関する調査結果を公表した。
全患者が明細書発行を希望した診療所が２６.５％あっ
た一方、全患者が希望しなかった診療所も１３.０％あ
った。日医は「患者の希望はさまざま。今後の患者
ニーズの変化に注視したい」としている。
　希望する患者の割合が２割未満だった診療所は
２０.７％、２－５割が１２.７％、５－８割が１３.０％、８割
以上が１４.２％だった。
●後期高齢者診療料「要件分かりにくい」
　２０１０年度診療報酬改定で廃止された後期高齢者診
療料についてもアンケートを実施した。同診療料の
算定を届け出たが実際には算定しなかった診療所が
挙げた理由（複数回答）では、「算定要件が分かりに
くかった」が４０.０％でトップ。「算定の必要性を感じ
なかった」３６.８％、「患者に説明しづらい」３０.５％、
「包括払いに反対」２８.４％などが続いた。
（７/８MEDIFAXより）

検診無料クーポンで受診増／乳がんと子宮頸
がん
　特定の年齢の女性に対し、乳がんと子宮頸がん検
診を無料で受けられるクーポン配布が始まった２００９
年度に、対象年齢の受診者は乳がんが０８年度の１.７２
倍、子宮頸がんは２.５０倍になったとの調査結果を日
本対がん協会が６月２１日公表した。協会は「無料ク
ーポンの意義は大きい」と評価している。
　対象は５歳刻みで、乳がんが４０－６０歳、子宮頸が
んは２０－４０歳。協会は、市町村の住民検診などを受
託し、０７年度からの年齢別受診者数が分かる２６府県
の支部のデータをまとめた。
　対象年齢の受診者は、乳がんは０８年度は前年度比
１.０７倍、子宮頸がんは１.０２倍だったが、０９年度は大幅
に増え、年齢別では乳がんは前年度比１.６１－１.８７倍、
子宮頸がんは２.１０－９.１４倍となった。
　受診者のうち、クーポン利用者は、乳がんは
６８.５％、子宮頸がんは７８.９％を占めた。
　２つの検診は自治体の補助などによって、それぞ
れ２０００円程度の自己負担で受けられる地域が多い。
クーポン配布による無料化は０９年度の国の補正予算
に盛り込まれた。本年度も同じ内容で実施されてい
る。【共同】（６/２３MEDIFAXより）

医療・福祉の成長、７７％が期待／企業アンケ
ート
　独立行政法人労働政策研究・研修機構が国内企業
を対象に実施した調査で、今後成長が期待できる分
野に「医療・福祉関連」を挙げた企業が７７.０％に上
った。分野別では「新エネルギー・省エネルギー関
連」の８２.４％に次いで高い割合だった。
　１０年１月に従業員数３００人以上の全企業と無作為
抽出した１００－２９９人規模の企業の合計２万社を対象
に調査票を郵送し、３０２５社から有効回答を得た（回収
率１５.１％）。回答はいずれも複数回答となっている。
　「医療・福祉関連」分野について「すでに事業とし
て取り組んでいる」としたのは１２.５％で、「流通・物
流関連」（１７.６％）、「環境関連」（１６.２％）、「情報通信
関連」（１５.０％）に次いで多かった。「医療・福祉関
連」で「今後事業として取り組む予定」としたのは
５.３％だった。
　雇用の拡大に関して「これまで拡大した分野」と
して「医療・福祉関連」を挙げたのは８.０％、「今後
拡大が期待される」としたのは８.３％だった。
（６/１６MEDIFAXより）
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患者の経済的理由で治療中止約４割／保団連
が調査
　保団連は６月１７日に東京都内で開いた報道機関と
の懇談会で、会員を対象に患者の受診実態を調査し
た速報を公表した。この半年間に患者の経済的理由
から治療を中断・中止する事例があったとした医療
機関が約４割に上った。
　この半年間で経済的理由から治療を中断・中止す
る事例があったと答えたのは１０９７施設（３８.８％）。歯
科診療所は４７.４％、医科診療所は３３.４％、病院は
２６.６％で、歯科診療所で中断・中止が多かった。中
断・中止となった疾病は、高血圧や糖尿病などの慢
性疾患が多かった。
　半年間に医療費負担を理由に検査や治療、投薬を
断られたことがあったと答えたのは１２１４施設
（４２.９％）。医科診療所は４６.１％、病院が４３.１％、歯科
診療所が３８.５％で、歯科よりも医科が高かった。治
療内容では、基礎的な検査のほか投薬を拒否する事
例も目立った。未収金があったと答えたのは病院が
７９.８％と最も高く、医科診療所で４４.５％、歯科診療所
で４３.２％だった。
　調査は６月１４日現在で２８２９施設（病院１０９、医科診
療所１５７７、歯科診療所１１４３）から回答が寄せられた。
調査はまだ締め切っておらず今後、数値が変動する
可能性もある。（６/１８MEDIFAXより）

「医療再生への政治」求める／保団連、代議員
会で決議
　保団連は６月２７日、２０１０－１１年度の第１回代議員
会を東京都内で開き、「患者負担の大幅軽減、後期高
齢者医療制度の即時廃止など医療再生への政治を求
める決議」を含む３つの決議を採択した。
　保団連は「医療再生への政治を求める決議」の中
で、菅政権が「強い経済、強い財政、強い社会保障」

として、税と社会保障の共通番号制の導入や混合診
療解禁、レセプトなど医療データの利活用を含めた
審査など、自公政権時代の構造改革路線を復活強化
させようとしていると指摘。「一層、経済格差を激し
くし、社会保障を後退させ、財政再建を遠のかせる
ことは明らか」と批判した。
　また、７月の参院選を「患者負担軽減、後期高齢
者医療制度の早急な廃止など医療再生への政治の流
れを強め、保険医の切実な要求を実現する絶好の機
会」と位置付け▽保険証の全国民への交付▽後期高
齢者医療制度の即時廃止▽明細書発行義務化の撤回
▽リハビリテーション日数制限の撤廃―など１２項目
の実現に向けて奮闘するとした。代議員会ではほか
に「経済を悪化させ、医療にも深刻な影響を与える
消費税増税に反対する決議」などを採択した。
（６/２９MEDIFAXより）

保団連、日産婦・医会の要望に賛同／出産一
時金で
　保団連は６月２８日、日本産科婦人科学会と日本産
婦人科医会が３月に提案した「『出産育児一時金等の
医療機関等への直接支払制度』終了後の抜本的改革
に関する要望書」に賛同することを表明した。
　保団連は「直接支払い制度は妊産婦には便利でも、
医療機関にとっては大きな負担を強いられる理不尽
な制度である」とした上で、２０１１年４月以降の出産
育児一時金の在り方について▽妊娠・出産は「疾病
または負傷」でなく、療養の給付に当たらない▽診
療報酬に組み込まれると「出産育児一時金」でなく
なり、退院時の自己負担が生じることで大幅な患者
負担増になる▽助産所では分娩ができなくなる―な
どの理由を挙げて「現物給付には反対する」として
いる。（６/２９MEDIFAXより）
 

 

　記事文末に（MEDIFAXより）と記載しているものは、 
契約に基づき株式会社じほう発行の「MEDIFAX」より転
載・一部改変を許諾されたものです。 
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資料1

社会保障・税に関わる番号制度に関する
検討会中間取りまとめ

　内閣府は６月２９日に、「社会保障・税に関わる番号制度に関する検討会」の中間取りまとめを公表した。これは、これま
での検討会をベースに、国民の権利を守るための番号に向けて、①利用範囲②制度設計③プライバシー保護―の３つの視点
で、番号制度の選択肢を提示したもの。

■ 内閣府　２０１０年６月２９日 ■
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２０１０年度　第２回　２０１０年６月２２日
【特別討議】
１．2010年度活動方針（案）について
　　△担当＝関理事長
２．2010年度スローガン（案）について
　　△担当＝山田事務局長
３．2009年度総括報告
　　△担当＝増田副理事長（総務部会）
４．情勢報告
　　△担当＝垣田副理事長（政策部会）

【各担当部報告】
〈総務部会〉
１．週間行事予定表の確認
２．今週の医療情報
３．新規開業未入会者訪問（①②６月９日、③18

日）状況
４．第５回ジャズを楽しむ会（６月19日）状況

〈経営部会〉
１．年金普及会員訪問（①６月８日、②15日）状況
２．医療建築家展（６月13日）状況
３．雇用管理相談室（６月17日）状況

〈医療安全対策部会〉
１．医療機関側との懇談（①６月10日、②18日）
状況

２．東京保険医協会への講師派遣（６月19日）状況
３．新規開業医のための基礎講習会の打ち合わせ
（６月11日）状況

４．法律相談室（６月17日）状況
〈政策部会〉
１．保団連近畿ブロック本会議（６月19日）状況

〈保険部会〉
１．保団連「5.27国会内学習会」（５月27日）状況
２．奈良県保険医協会主催「個別指導等対策学習

会」（６月３日）状況
３．保団連『保険診療の手引（2010年４月版）』役
員編集会議（６月12・13日）状況

４．耳鼻咽喉科診療内容向上会（６月12日）状況
【各担当部議事】
〈総務部会〉
１．前回理事会（６月８日）要録と決定事項の確認
２．第１回正副理事長会議（６月10日）状況確認
の件

３．新規開業医のための基礎講習会（６月12日）

状況確認の件
４．会計監査（６月17日）状況確認の件
５．会員入退会及び異動に関する承認の件
６．事務所移転に関するプロジェクトチーム設置

について
７．退職金に関する会計区分変更の件
８．第63回定期総会（第179回定時代議員会）開催
の件

〈経営部会〉
１．平成23年度厚生労働省税制改正に関する要望

書提出の件
〈医療安全対策部会〉
１．医療機関側との懇談の件

〈政策部会〉
１．日本共産党京都府委員会との懇談会（６月４

日）状況確認の件
２．出版編集会議開催の件
３．「各党候補者に賛同を求めたい10の課題」送付
の件

４．『京都保険医新聞』（第2748号）合評の件
〈保険部会〉
１．社保・審査対策部（医科）事務局拡大小委員

会（電話会議）出席の件
　　　《以上１５件の議事について承認》

２０１０年度　第３回　２０１０年６月２９日
【特別討議】
１．財政検討会議（６月24日）状況確認の件
２．特別積立金取り崩しの件
３．決議（案）
　　△担当＝医療安全対策部会

【各担当部報告】
〈経営部会〉
１．金融共済委員会（６月23日）状況
２．有限会社アミス主催生命保険セミナー（６月

26日）状況
３．保団連全国経営税務担当事務局会議（６月28

日）状況
４．保団連経税担当事務局小委員会（６月28日）

状況
〈医療安全対策部会〉
１．医療機関側との懇談（６月22日）状況
２．医療事故案件調査委員会（６月25日）状況
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３．医師賠償責任保険処理室会（６月28日）状況
〈政策部会〉
１．第30回医療制度検討委員会（５月25日）状況
２．保団連近畿ブロック反核担当事務局会議（６

月21日）状況
３．九条の会アピールを支持する京都医療人の会

世話人会（６月24日）状況
〈保険部会〉
１．第１回医事担当者連絡会議（６月17日）状況
２．保団連『届出医療の活用と留意点（2010～2011
年度版）』編集作業

【各担当部議事】
〈総務部会〉
１．前回理事会（６月22日）要録と決定事項の確

認
２．７月中の会合等諸行事及び出席者確認の件
３．各部会開催の件
４．ＩＣＴ検討委員会開催の件
５．会員入退会及び異動に関する承認の件
６．新規開業会員訪問実施の件

〈経営部会〉
１．「消費税」についての理事会見解の確認の件

〈政策部会〉
１．第５回保団連理事会（６月26日）状況確認の

件
２．保団連第１回代議員会（６月27日）状況確認
の件

３．後期高齢者医療制度問題学習会講師派遣の件
４．全国反核医師・医学者のつどいIN奈良・第５

回実行委員会（第８回反核医師近畿懇談会）
出席の件

５．福祉国家と基本法研究会出席の件
６．社会保障基本法起草委員会出席の件
７．社会保障憲章起草委員会出席の件
８．『メディペーパー京都』第132号（第2749号）
合評の件

　　　《以上１５件の議事について承認》
協

会

だ

よ

り
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８月のレセプト受取・締切
12日木

労
災

10日火9日㈪
基金
国保 ◎◎○

※○は受付日、◎は締切日。
　受付時間は午前９時～午後５時です。

8月の相談室
担当＝坂本建築士８月１１日（水）午後２時～医院・住宅

新（改）築
担当＝三井生命のＦＣ
　　　（ファイナンシャルコンサルタント）８月１９日（木）午後１時～ファイナンシャル
担当＝莇弁護士８月１９日（木）午後２時～法 律
担当＝本宮社会保険労務士８月１９日（木）午後２時～雇 用 管 理
担当＝木谷税理士８月２５日（水）午後２時～経 営

開催日の３日前までに協会事務局へお申込み下さい。３０分間無料です。
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